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金融制度改革と競争条件
〜「転換点」としての 1982 年ガーン・セントジャーメイン預金金融機関法
磯　谷　　　玲
はじめに
「100 年に一度」といわれた 2008 年以降の金融・
経済危機も各国の対応によりひとまず収束し、ア
メリカの場合にはその最終局面にかかっていると
いえるだろう。しかし現在の状況は必ずしも今後
の安定を保証するものとは考えられず、その意味
で経済危機への対処、その裏面としての金融制度
のあり方は依然として重要な問題である。この問
題を考える上で、あるいはドッド = フランク法
を含む現在の対応の意義と限界を考える上で、金
融自由化がどのような経過で実行され、その特徴
や課題がどこにあったのかを理解することは必要
かつ有益な作業と思われる。自由化過程は、その
国の、あるいはより広範な諸関係の中で形成され
る特異性を帯びざるを得ない。自由化過程で行わ
れた種々の意思決定や対応が積み重なって、今次
の金融・経済危機のありようを形成してきたと考
えられるからである。
アメリカにおける金融自由化・規制緩和は
1980 年預金金融機関規制緩和・通貨統制法（以
下 DIDMCA）を端緒として進行することとなっ
たが、同法の目的の一つは、人為的な金利上限を
廃し、また連邦レベルの規制への統一化を図るこ
とで少額貯蓄や住宅金融の条件整備を行うことに
あった。規制金利上限廃止は段階的に行われ、完
全撤廃までは当初 6 年間という期間が予定され
た。これは、一方で少額貯蓄者を初めとした投資
家を配慮してより短期での達成を望む声もあった
が、レギュレーション Q に規制されてきた金融
機関が新しい状況に対応するための準備期間が必
要という判断から、「非常に注意深いバランス 1」
のもとに設定された期間であった。またこの時、
議会で想定されていたのは、規制された産業内で
の競争であった。上院の「銀行・住宅および都市
問題委員会」議長であったガーン上院議員は、公
聴会で次の様に述べている。
「議会が最初に DIDC に対して、レギュレーショ
ン Q の段階的廃止を命じた時、われわれが主に
考えていたのは規制された産業内での競争であっ
た。われわれが当時、規制された産業外からの競
争を想定していたとは私は思わない 2。」
しかし DIDMCA 成立後、マネー・マーケット・
ファンド（以下 MMF）が急速に成長した。MMF
の残高は、1978 年には 108 億ドルであったものが、
79 年には 482 億ドル、80 年には 764 億ドル、81
年には 1863 億ドルとなった 3。このことは、既
存の商業銀行・貯蓄金融機関に大きな影響を与え
たし、上述の「バランス」の崩壊につながった 4。
ある意味で、自由化・規制緩和において、議会に
よって描かれていた当初の構想は頓挫したのであ
り、規制当局や議会は、この事態に対する新たな
判断と対応を迫られることとなった。こうした事
態を受けて制定されたのが、1982 年ガーン・セン
トジャーメイン預金金融機関法（以下DIA）である。
当時議会や規制当局が直面した課題は二つあっ
たと考えられる。
一つは、急速に経営が悪化した貯蓄金融機関に
対する対応である。80 年代初頭における経営問
題の主因は短期金利の異常な高騰であり、した
がって一過性のものであるという主張も存在した
が、自由化／規制緩和が競争促進政策であり、市
場への新規参入と退出が不可避であると考えられ
る。新しい規制体系の下で破綻や経営悪化に対し
てどのように対応するかは、規制緩和政策の線上
に存在し続ける課題でもあった。
もう一つは、上述の「バランス」を喪失した後
の競争条件の問題である。後にみるようにリーガ
ン財務長官も競争条件上の不均衡の存在を認めて
おり、この問題への対処もまた大きな課題であっ
た。特に貯蓄金融機関に関しては、経営の巧拙の
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結果としてではなく、それまでの諸政策・諸規制
の結果として、競争条件の相違や競争力格差が存
在するという認識が規制当局によって示された。
したがって、競争条件の是正・補正という課題は
業界関係者の大きな関心事であると同時に、立法
府や規制当局の課題となったのである。
以下では DIA 成立にいたる過程に限定し、議
会資料の検討をつうじて、新たな金融環境や課題
に対する規制当局ならびに関係業界の認識や対応
についてみていくこととしたい。
Ⅰ　公聴会
1　規制当局
まず、規制当局の証言をみていくこととしたい。
（1）フレデリック・シュルツ (Frederick H. Schultz)5
シュルツは、直近の銀行業は全般的にいえば良
好な状態であること、また貯蓄金融機関に対して
は同情心をもって対処することが急務であるこ
と、そして規制・監督体制については見直しが必
要であること、を指摘している。
銀行はそのユニークな性格故に、高度に規制さ
れてきた産業である。シュルツによればそれは以
下の四つのカテゴリーに分類できる 6。
第 1 は、市場参入を、製品的に、また立地的に制
限するもの。これは我が国の銀行業のあり方の要諦
である銀行業と産業との分離（そしてまた銀行業と投
資銀行業との分離）を実現することを企図していた。
第 2 は、「慎重性 (prudential)」規制と呼べるも
の。これは金融機関の安全性と健全性とを確保す
ることを企図している。
第 3 は、準備要件とそれに関連した金融政策に
関するもの。
第 4 は、消費者保護に関連するもの。
この点との関連で興味深いことは、以下の指
摘、すなわち預金金融機関規制緩和法 (Depository 
Institutions Deregulation Act) は、委員会 (DIDC) が、
消費者に対してより迅速に市場金利を提供するこ
とと、それによって生じる可能性のある預金金融
機関の財務上、あるいは競争上のポジションに与
えるダメージ、および住宅金融に与えるダメージ
のバランスをとることを要求していた、という指
摘である 7。
シュルツ自身が明言しているわけではないが、
このことを先に見た金融規制の四つのカテゴリー
との関連で考えれば、第 1 のカテゴリーに属する
ものについては、緩和・廃止を検討・実行してい
くこととなったとしても、そのことは第 2 から第
4 のカテゴリーの規制とは別の問題だ、というこ
とである。あるいは第 1 のカテゴリーに属する規
制を緩和・廃止していく過程においては、第 2 以
降のカテゴリーに属する規制の意味や重要性は増
大するといってもよい。この両者のバランスを判
断する軸点は「公衆の利益」にあるが、こうした
考えが DIA 制定時における FRB の考え方の基調
だったと考えられる。
もっとも、実際には、DIDC の活動における初
年の困難は金利の高騰によってジレンマを抱える
ものとなったとされている。一方では、市場商品
(market instruments)– 唯一ではないが、特に MMF-
がますます魅力的なものとなり、預金金融機関が
預金を吸収し、維持していくために競争的な金利
を支払うことを認める必要が増大した。他方では、
S&L や一部の小規模銀行の資産・負債のミスマッ
チに起因する困難によって、委員会の選択は非常
に制限されたものとなった。委員会の認める金利
は、市場商品との競争上充分なものとはいえな
かったのである 8。 
（2）ジョン・ハイマン (John G. Heimann)9
ハイマンは通常の証言では国法銀行に限定した
事を対象としているが、今回はより広範なことにつ
いてふれるとした上で、以下の様な証言を行った。
ハイマンは金融産業の現状を概観した後、今後
の金融システムに影響を与える要因を挙げている。
第 1 の力は経済的不確実性、インフレーショ
ン、金利のボラティリティ、失業や生産の変動で
ある。これらは不確実性を増大させ金融サービス
の供給をより困難でリスキーなものとしてきた。
第 2 の力は、金融サービス産業におけるより高
度で複雑な技術の利用が増大したことである。イ
ンフレーションと技術は、銀行と S&L とを他の
金融サービスから伝統的に分離してきた競争に対
する障壁を浸食した重要な触媒である。
第 3 は人口および労働力における変化である。
第 4 は政府である。
そしてこれらの要因の結果、金融産業がより大
きな困難に直面することは明白であり、早急に新し
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いフレームワークを構築する必要がある、とした。
そしてその重要な論点／課題として以下の 3 つ
をあげている。
①預金規制緩和
ハイマンによれば、預金規制はハント委員会以
来の中軸的な課題の 1 つであったが、1980 年法
(DIDMCA) によって大きく前進した。現在の問題
は、預金商品／サービスの種類や価格に対する連
邦規制を終えるか否か、ではなくどのように行う
のか、ということである 10。
「目下の大きな関心と問題は、MMF である。
多くの預金金融機関が関心を表明している。当庁
の考えは預金金融機関に MMF と競争できる同等
の弾力性 (ﬂexibility) を与えることが好ましいとい
うものである。しかしこの方法は、単純に実行で
きない。というのも、一部の預金金融機関、特に
貯蓄金融機関が低収益であるからである。11」
「インフレーションやインフレ期待が高く、ま
た金利も高い場合にはわれわれは困難な状況に置
かれる。われわれは、預金金利規制を緩和するペー
スをおとし、すべての預金代替手段を制限するか、
市場機能に任せるかを選択しなければならない。
どちらの場合でも、多くの貯蓄金融機関を含む預
金金融機関の一部が消え去るか、一時的な支援を
必要とする事態となるだろう 12。」
この二つの引用が意味していることは、先の
シュルツの証言と重なる。消費者等の利益のため
に規制緩和を進展させる必要がある、ということ
は明確だが、それが多くの困難を伴うものである
ことを予期するものである。
なお MMF の急成長への対応として、MMF を
規制するという方向性をハイマンも検討している
が、それは、新しい政府規制となる、新しい規制
を導入してもすぐ回避手段が開発される、MMF
が新に競争相手なのかどうかも不明である、等の
理由から否定的な見解をとっている。
②地理的制限
ハイマンは銀行の地理的拡張に対する制限は金
融システムの効果と効率性を削ぐものであり、一
部の銀行を競争から保護するという役割を果たし
てきたものの、州際を越えた融資業務、銀行持株
会社 ( 以下 BHC) のエッジアクト法人やノンバンク
子会社がマクファーデン法による保護を預金競争
以外のあらゆる分野で骨抜きにしてきたという。
さらに、1980 年以降は連邦 S&L には州内での
支店開設が認められ、場合によって州を越えたも
のも認められるという事情もある。これらの新た
な権能 (power) を用いれば銀行に対して優位にた
つこともできた。こうした種々の状況変化を考えれ
ば、今や地理的制限は検討されてしかるべきであ
るが、しかし、同時に経済力の集中や、地理的制
限はアメリカ銀行業の核心であるという側面があ
り、実行には困難が予想される、ともしている 13。
③グラス・スティーガル法およびその他の商品
セグメントに関わる制限
ハイマンによれば、価格制限や地理的制限緩和
のロードマップが描かれているのに対し、この分
野のそれはまだ白紙であるが、事の本質は単純で
ある。すなわち、家計あるいは企業が一箇所でそ
の金融サービスに対する必要を満たすことができ
るのか、それともわれわれは特化を必要とし、政
府の法令を通じて金融サービスをあらかじめ定義
しておくのか、ということである。
そしてリテール部門でも、企業金融部門でも改
革の必要性は明かであるとしている 14。　
この後、規制構造の改革も必要であるとされて
いる。銀行破綻の経済的・社会的影響は多大であ
るので、銀行システムの健全性を保持することは
監督当局の伝統的な使命 (mission) であった。し
かし今日ではそれは唯一の関心事ではなく、銀行
活動の監視、多くの消費者保護法の実施、銀行の
証券活動規制等の責務もある。規制当局の課題
(challenge) はこれらの任務を最も負担の少ない方
法で行うことであるという。
（3）アービン・スプレーグ (Irvine Sprague)15
スプレーグは議会の要請に基づいて、以下の点
について証言した。
①預金金融機関、特に貯蓄金融機関の状況につ
いて。また、MMF が金融システムに与える影響
について。　
②問題のある、あるいは破綻した預金金融機関
を扱うための立法の可能性という点に関連して、
金融機関が直面している財務的問題を処理するこ
とを企図した行政的措置について。
③近年立法された諸法の実行状況について。
まず①の点についてみておきたい。
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FDIC は、当時全米約 15000 の商業銀行と FRB
に加盟していない約 9300 の州法銀行を監督して
いた。スプレーグが「まず第 1 に」として述べて
いることは、FDIC が強固である、ということで
ある。需要が拡大し、行程の複雑さは増大してい
るにもかかわらず、ファンドは堅調であり、政府
全体の水準よりも効率的に運営されている。管
理支出は 1979 年と比較した場合、政府全体では
9.5％増大したのに対し、FDIC では 3.4％増大し
ただけである。80 年には同じ数字が政府全体で
は 17.3％増大したのに対し、FDIC では 10.7％で
あった。保険ファンドは 113 億ドルを超え、さら
に増加中である。純収入も初めての 10 億ドル台
となる 12 億ドルとなった。
さらに、1980 年においては商業銀行全体とし
ては、金利の乱高下にもかかわらず深刻な問題は
生じなかった、としている。他方相互銀行 (mutual 
savings banks) には大きな影響があった。その要
因としては、金利上昇によりコストが増大したこ
と、相互銀行の資産が長期かつ固定金利のものに
集中していること、低い個人貯蓄率や MMF 等と
の競争の結果、預金の伸びが鈍かったことがあげ
られている。もっともこれは全米にわたるもの
ではなく、特定の州に集中しており、金利の動
向や負債構造の変化などから予断を許さないが、
FDIC は引き続き適切かつ必要な支援を継続して
いくとしている。
預金金融機関に大きな影響を与えた 1981 年に
おける大きな金融上のできごとは MMF の著しい
成長である。1981 年 4 月 8 日現在で 1150 億ドル
以上の資産を有するようになったが、これは年初
と比較して 400 億ドル、もしくは 55％の増加で
ある、とされている 16。
上述の②については前年に 5 つの監督機関が一
致して提出した、緊急の際の権限に関する法案
(S.2575) についてふれ、現在もその必要性につい
ては変わっていない、と述べている 17。
最後に③については、一般的な前提として、過
重な規制、特に小規模銀行に対する過重な規制は
回避すべきであること、また既存の法が必要性と
その原因を見失わないことが重要であること、等
を述べたあとで、個別の法の執行状況やその改善
点について指摘しているが、ここではその詳細に
ついては割愛したい 18。
（4）リチャード・プラット (Richard T. Pratt)19
プラットは、現在、住宅金融部門が直面してい
る深刻な問題を克服するためには、議会が貯蓄金
融機関が活動する法的枠組みを弾力化することが
必要とし、次のような証言を行った 20。
現在のような苦境でも金融パニックにならないの
は、FSLIC の果たす役割が大きいとした上で、た
とえ経済状況が好転するとしてもそれには時間が
かかるので、過渡的な措置が必要である、という。
この観点から金融諸当局はいわゆる「規制当局
法案 (Regulators` Bill)」を準備してきた。それは
緊急時における一時的な監督権限の強化を企図し
たものである。FHLBB は以下の 3 つの変更が必
要と考えている。
第 1 は、FSLIC が利用可能な財務省の借入枠の
実質的な拡大である。現在はわずか 7 億 5000 万
しか認められておらず、これは 1950 年に、まだ
保証対象機関の総資産が 137 億ドル、FSLIC の総
資産が 2 億ドルの時に設定された水準である。
第 2 に、保証対象機関やその持株会社が破綻し
た金融機関を吸収できるようアレンジする権限、
連邦であれ、州であれ、地理的その他の制限に関
わらずアレンジできる強力な権限が必要である。
第 3 に、金融機関が FSLIC の支援を受けるた
めに必要とする、満たさなければならない各種基
準の緩和である。現行の「倒産の危険」という基
準を緩和することによって、より適切な支援が可
能となると考えている。
またプラットは、FHLBB は金利が段階的に廃
止された（規制緩和）状態に、S&L が秩序だって
移行するためにいくつかの措置が必要である、と
いうことを主張していたという。しかし MMF の爆
発的な成長（今や 1180 億ドルを超えている）によっ
て、FHLBB は秩序だった移行という考え方は事
実上意味のないものとなってしまったとみている。
MMF の爆発的増大の要因は規制の有無である
としている。MMF は金利規制の対象となってい
ないことに加え、準備要件、支店展開、資産構成、
CRA（地域再投資法）関係の諸要件等、預金金
融機関には適用される規制からも自由であること
が有利に働いているという主張である。FHLBB
は MMF に対し準備要件を課すよう求めている。
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以上の点をふまえて、貯蓄金融機関が対等に競
争していくためには、S&L に対する新たな権限
付与が必要であるとしている。これには、（1）不
動産 (real estate) 投資、および関連の株式投資、（2）
現在連邦免許の相互銀行にすでに認められている
商工業融資、（3）消費者向け融資、等が含まれる。
またこれらの権限を実行あるものとするために必
要な税制、新サービスの認可、弾力的な組織運営
等についても提言している 21。また税制上のイン
センティブの付与、売却時支払条項 (due-on-sale)
州による禁止の先取等にもふれている。
最後にモーゲージの流通市場の維持について
は、その重要性を主張している。特に、巨大な住
宅資金需要や規制緩和下での新しい環境にどう
FHLMC(Federal Home Loan Mortgage Corporation)
が対応していくべきか、といった点があげられている。
（5）ジョン・シャド (John Shad)22
シャドもまた、預金金融機関の競争力が焦眉の
課題であるという認識を示している。
シャドは証券諸法にもとづく規制機関という観
点から MMF の特性について述べているが、その
重要なものの 1 つとして、MMF がかつては富裕
な投資家と機関投資家だけが利用できた市場と高
い利回りに、小規模投資家の手が届く機会を提供
したという点をあげている。また MMF と銀行預
金とは類似している点もあるが、MMF が銀行と同
様の規制に従うのは投資家保護という点からいっ
て適切でもなければ必要でもないとしている 23。
さらに銀行のコマーシャル・ぺーパー業務、私募、
および最近明らかにされたいくつかの異業種間合併
（アメリカン・エクスプレスとシェアソン、プルーデ
ンシャルとベック）等グラス・スティーガル法関連
の問題についても言及している。銀行のコマーシャ
ル・ペーパー引受については、SEC と FRB の間で
見解が分かれていた（SEC はグラス・スティー ガル
法に違反するという考えであり、FRB はそうではな
いという考えであった）。ここでのシャドの証言は、
従来からの SEC の考えを踏襲し、再確認するもの
となっている 24。
（6）ドナルド・リーガン (Donald Thomas Regan)25
リーガンは財務省長官として証言し、S&L、相
互貯蓄銀行、住宅金融を主業務とする小規模銀
行、等は近年の金利高騰により大きな影響を受け
ており、その中心的な問題は資産負債構造にあ
る、そしてますます金利に感応する様になった負
債と相対的に金利に不感応である資産との不整合
(imbalance) が貯蓄産業の現在の問題の中心であ
る、という認識を示した。
これは近年の金利規制緩和の中で進行してきた
問題であるが、その解決のためにはインフレー
ションの収束、それによる短期金利の低下が肝要
であり、またこうした高コストの預金を利用でき
るために、一層の資産側の規制緩和が急務である、
とした。これは具体的には、すべての預金金融機
関が高率のインフレーションに伴う高コストの預
金をより良く使うことが可能となるよう、資産側
の規制緩和を進めていくことである。
総体としては、DIDMCA はすべての金融機関
を同一の競争条件の下におくというコンセプトを
拡張した。行政府としてはこれが望ましい目的で
あると考えていることが表明され、1980 年法に
よって連邦認可の全ての貯蓄金融機関が、一定の
制限の下ではあるが、商業融資を行う事を認めら
れたこと、また同法が、州のモーゲージと商業融
資に対する金利上限規制を先取したことなどが、
それまでに実行された例としてあげられている。
また、州際／業際 (interindustry) 問題について
も、早期の検討の必要性が指摘された 26。
MMF については、行政側は中立的立場をとっ
ているが、競争条件的な不均衡が存在することも
また事実であるとの見解が示され、対処していく
べき課題であることが示された 27。
以上（1）から（6）まで、ごく概略的に規制当
局の主張をみてきた。
MMF の急拡大に対する対応がこの公聴会の大
きな論点のひとつであった。これについては二つ
の考え方が表明されていた。一つは、MMF に対
する規制を強化する、という考え方であり、もう
一つは MMF に対しては規制を強化するのではな
く、その他の金融機関の規制を変更する形で対応
すべきであるというものである。
MMF の問題と密接に関連していたのが、S&L
の問題であり、この点も大きな論点の一つであっ
た。そしてこの公聴会でしばしば語られたのは、
S&L の苦境は経営の失敗によるものではなく、
当事者以外の要因、すなわち公的規制によるもの
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である、という認識である。
たとえばハイマンは、次のようにいう。
「貯蓄機関が流動性問題に直面しているのは、
彼らの悪しき経営の故ではなく、彼らのコント
ロールを越えた状況のためである。議長が言及さ
れたように、不良資産問題というものはなく、た
だ引き継いだ経過から生じている収益問題がある
だけであり、経営能力上の問題 (bad management)
から生じているのではない 28。」
またプラットは次のようにいう。
「私の考えでは、FSLIC も FDIC も現在のよう
な経済状況を念頭に置いて設計されてはいない。
そして、現在貯蓄機関が直面している問題は、経
営能力や不良資産や、その類のものの所産ではな
い 29。」
「貯蓄機関は、単純にインフレーションと金利
を現在の水準まで高騰させてきた政府によってつ
くり出されてきた、構造的な問題に苦しめられて
いるのである。
貯蓄機関は公共政策の産物である。彼らは特定
の目的に沿うようつくられている。それゆえ、構
造においてもあらわれ方においても全く類似のも
のとなる傾向がある 30。」
議長もこうした見方に賛意を示している。
自己の判断と行動に帰せない問題については、
公の支援の対象となり得る。その一つの典型は、
洪水被害に関するものであろう 31。家屋・家財は
私有財産であり、本来であれば制度的な支援の対
象とはならない。しかし当該住宅地に洪水の危険
性・可能性があることを国が明示していなかった
場合、当事者の判断と行動に帰すことができない
等の理由を根拠として公の支援を行う連邦洪水保
険制度が創設された。ハイマンやプラットが主張
していたように、貯蓄金融機関の競争力問題の根
底に当局の責任があったという理解に立てば、82
年法に基づく種々の権限拡張にはこうした考え方
と共通の側面があった。ただし、実際の経過は貯
蓄金融機関に準備期間を与えるものにはならな
かった。プラットが指摘しているように、貯蓄金
融機関は不十分な準備で他業態との競争にさらさ
れることになるのであり、このことがその後の経
過に与えた影響は大きかったものと思われる。
規制緩和は本質的に競争促進的な政策であるか
ら、破綻の可能性は高まる。まして、経営環境的
には厳しいものがある時期であった。当局は競争
条件の均衡を図ると同時に、経営危機やその結果
としての破綻に対する対応も準備する必要に迫ら
れていた。信用秩序をどのように維持していくこ
とが適当か、あるいは自由化・規制緩和政策とど
のように両立させていくことが適当か、という問
題意識が規制当局者に明確に存在したことは上述
の各証言からも明かであろう。この段階での具体
策としては、スプレーグやプラットの証言に示さ
れているように規制当局の権限強化が基本的な方
向性であった。
2　業界関係者
（1）リー・ガンダーソン (Lee E. Gunderson)32
ガンダーソンは以下の様な証言を行った。
インフレーションの昂進は MMF の成長を加速
させた。これは現在公衆への金融サービスに存在
する競争上の不公正 (competition imbalance) を端
的に示すものであると主張している。ガンダーソ
ンは、3 年満期より長期の預金については直ちに
預金金利の制限を撤廃すべきであるとしている
が、同時にそれは金融サービス産業におけるサー
ビスラインの制限というより根本的な問題の表出
であるという。また銀行は MMF が要求払い預金
勘定であるかのように公衆に対し販促されている
ことに憂慮している。伝統的にこのタイプの商品
は排他的に預金金融機関に分類されてきたのであ
り、それは 1933 年銀行法の遺産／遺物であった。
ABA の調査によれば、回答者の 50％が MMF
が保証対象であると考えていることがわかった
が、この点での公衆の混同は、古いグラス・ス
ティーガル法の区分がもはや金融サービス産業の
異なった部分を区別するためには役立たない事を
示している。
だが両者の違いは存在する。銀行は地域のコ
ミュニティの信用ニーズに応じているが、MMF
はそうではない。銀行は取引勘定の一定部分を付
利されない準備として留保しているが、MMF は
そうではない。連邦規制当局が一方には準備を要
求し、他方には要求しないということは不公正で
ある。この根本的な不公正の解決方法は 3 つの方
法がある。第 1 の方法は MMF にも銀行と同様の
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準備を課すということである。第 2 の方法は、も
し第 1 の方法が必要でないと判断されるのであれ
ば、預金金融機関に対しても準備を課さないとい
うものである。第 3 の方法は準備に対し FRB が
付利するというものである。
ガンダーソンは、金融市場の発展と技術進歩が
グラス・スティーガル法の基盤を浸食してきたこ
と、銀行だけでなくすべての預金金融機関の競争
力を等しくしてきたことを認識すべきであり、議
会は銀行がミューチュアルファンドを提供し、レ
ベニューボンドを引き受けることを禁じている現
在の法律を改めるべきであるという。
ガンダーソンは、現在のグラス・スティーガル
法が銀行業と証券業を分かつ障壁としては機能し
ておらず、一方通行、すなわち銀行の証券業務へ
の進出を拒むだけの機能しか果たしていないと批
判する。証券業界に対しても、一方で自由競争の
籏に身を包み、他方でグラス・スティーガル法を
盾として自らのサービスラインの独占を守ろうと
していると批判する 33。
（2）エメット・マッカーシー (Emmet D. McCarty)34
MMF の爆発的な拡大について、マッカーシー
は「強固な証拠があるわけではないが、MMF の
資金はわれわれから流出したものであるといわれ
ている。われわれのようなコミュニティ金融機関
から大きな資金シフトがおきていることは明かで
ある。…われわれは一日あたり 7 万 5000 ドルを
失い、これがMMFに流れている 35」と述べている。
ここでの問題は単に資金の仲介者が変わった、
というだけではない。マッカーシーによれば、
「典型的な MMF は主にコマーシャル・ペーパー、
国内商業銀行の CD、財務省証券、銀行手形、
買い戻し条件付き証券に投資している。たとえば、
1979 年末の MMF のポートフォリオは、国内商業
銀行 CD が 28％、CP が 32％、ユーロダラー CDs
が 11.2％、財務省および連邦機関債が 12.5％、
銀行引受手形 (BA) が 10.7％、RA その他が 4.7％
36」という状況であり、地域コミュニティに向かう
資金の流れが細くなっているという主張である。
（3）ジェームズ・シローナ (James Cirona)37
先のマッカーシーと同様の指摘を、シローナも
行っている。
シローナは「マネーセンターバンクの CDs
に 23％、大企業の CP に 33％、ユーロダラーに
11％、外国銀行の海外支店預金に 3％」という数
字を示している。シローナは「この投資引き上げ
(disinvestment) はアメリカ中の何千というコミュ
ニティの経済を犠牲にしている 38」という。
（4）ジェー ムズ・シュミット (James C. Schmidt)39
ジェームズ・シュミット (James C. Schmidt) もシ
ローナ、マッカーシーと同様の指摘を行っている。
「いいかえれば、これらの資金の相当の部分は
海外に行っているのである 40」
「これらのファンドは、大規模コミュニティか
らも小規模コミュニティからも転用された。われ
われのコミュニティ、サンディエゴ郡は 180 万の
人口である。われわれは…マネーセンターではな
いが、住宅金融に用いてきた相当のマネーを失っ
た。（中略）…私はアメリカにおいて住宅金融は
重大な課題だと思う。そしてもしそうであるなら
ば、証券業へのマネーの転用よりも高い優先度が
あるのではないか？これがあなた方の委員会が考
えるべき問題である 41。」
（5）フェリックス・ベック (Felix M. Beck)42
公正な競争条件が確保されていない、という
MMF に対する批判とは別に既存の、伝統的な金
融機関の間における競争条件の不均衡を指摘する
ものもある。
ベックは連邦議会がとるべき行動として、「3
つの領域における、すなわち、オルタナティブ・
モーゲージ商品、売却時支払条項 (due-on-sale)、
実質的には住宅改善のための消費者向け融資に対
する上限規制 (usury limits) という 3 つの領域にお
ける制限的で時代遅れの州法の先取が必要である
43」という。特に、オルタナティブ・モーゲージ
商品に関しては、モーゲージバンクおよびその他
の貸し手が同商品を組成および購入することを阻
んでいる州法 -- 現在 26 州が該当する -- の先取を
強く勧奨している。国法銀行と連邦免許の S&L
には OCC が先取を供しているが、モーゲージバ
ンクと、連邦による保証の対象となっている場合
でも州法免許の場合は適用外である。この州法の
存在、あるいはそのことによって貸し手の一部か
排除されていることは、「居住用モーゲージの将
来的な活性化にとって非常に重要であると考えら
れている活発で、全米的な流通市場の発展を阻害
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している」としている 44。
（6）フィリップ・スイート (Philip W.K. Sweet)45
銀行側から提起された他の論点の一つは、グラ
ス・スティーガル法をめぐるものである。この点
に関連してスイートは、レベニュ ・ーボンド (public 
purpose revenue bond) の引受に銀行が参加するこ
とは追加的な競争を市場にもたらすものであろ
うとして、議会が認めるべき主な理由としてい
る。また、グラス・スティーガル法が制定された
1933 年当時は一般財源債 (general obligation bond)
が主流であり、レベニュー・ボンドは非常に小さ
な部分を占めているに過ぎなかった。だがそれ以
降状況は劇的に変化し、今や昨年 (1980 年 ) には
特定財源債市場は 450 億ドルの規模となり、歳入
債全体の 70％を占めるまでになったのである。
当初銀行の引受業務から特定財源債が除外された
のは、単に市場規模が小さかったからであり、政
策的な方向性という意味ではこれまでの改訂と変
わるものではない、としている 46。
（7）エドワ ドー・オブライエン (Edward I. O'Brien)47
エドワード・オプライエンは、グラス・スティー
ガル法が銀行システムの健全性を保ち、経済力の
過度の集中を防ぐという意味で、今日でも制定当
時と同等の重要性をもつものだとする。銀行の投
資銀行業務参入は、銀行システムの安定性を脅か
し、投資銀行をひどく不公正な競争に服従させ、
一握りのマネーセンターバンクの手に金融資源を
より集中させることにつながるものである、とし
てその有用性や必要性を擁護する 48。
オブライエンによれば、安定的な銀行システム
には、3 つの必要条件があるという。銀行システ
ムは、銀行が証券業務参入を拡張することを認め
られるにつれ、ますますその安定性が脅かされて
いるが、「その条件とは、（1）賢明で公正な投融
資（2）収入の相対的な安定性の維持（3）預金者
の継続的な信頼である 49」。このオブライエンの
証言は婉曲な表現で、商業銀行が規制緩和によっ
てその業務範囲を拡大することは銀行の安定性を
脅かし公衆の利益にならない、というロジックに
よって、反対したものである。
また銀行と証券の間の競争条件という点では、
「銀行に固有な、証券会社に対する競争優位、す
なわち、相対的に低い資本コスト、他に選択の余
地のない市場、税制上の優遇が投資銀行と商業銀
行との間の現実的で公平な競争を不可能にしてい
る 50」という。
（8）デビット・シルバー (David Silver)51
シルバーは二つの点から、MMF の規制につい
て論じている。一つは、規制の有無、という点に
ついてである。 
「MMF に対する広く信じられている誤解は、
それが規制されていないということである。これ
は真実からはほど遠い。連邦ならびに州の証券法
の下で、MMF は詳細で、実質的な規制と厳格な
開示要求にしたがっている 52。」
もう一つは規制の実効性や効果という点につい
てである。
「実際、MMF を制限することで、困難な経済状
況に直面している預金金融機関を救済しようとする
処方箋は根本的な欠陥があることは明白である。
MMF だけではなく、インフレーションと過去の規
制政策が、現在一部の預金金融機関が直面してい
る困難の源である。さらに、MMF に対する制限は、
現在の利回りを求めようとする小規模投資家を罰す
ることにしか役立たないであろう 53。」
シルバーは以上の点から MMF に対する新たな
規制の導入、銀行と同等の規制を課すことに反対
している。
（9）プレスコット・コ レーイ(Prescott H. Cowley)54
この節の最後に、業界に分類することは適当で
はないかもしれないが、連邦法により規制をする
こと自体に反対する見解についてみておきたい。
コーレイは、1980 年法に含まれていたような
州による利子率上限規制の先取には反対である旨
の証言を行った。その理由は、　
（1）消費者信用を規制するか否かは歴史的に州
に属する事柄である。
（2）利子率規制と契約条件とは密接に連携して
いる。両者を分離することはできない。
（3）この分野における連邦の活動拡大の制度的
含意 (institutional implication) はまだ精査されてい
ない。連邦規制の増大は連邦職員や連邦資源の増
大を要求することになるであろう。州の関与／執
行 (enforcement) は取るに足らないものに縮小し
ていくだろう。
（4）諸州は昨年議会が預金金融機関法において
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送ったメッセージを受け取った。連邦による上限
規制先取を上書き (override) する様動いている州
は増加している。それは現在までのところ、アイ
オワ、カンザス、サウスカロライナ、メイン、コ
ロラド、サウスダコタ、プエルトリコ、ハワイの
各州である。他の諸州、ニューヨーク、デラウェ
ア、ニュージャージ−、ノースダコタやその他の
州は規制緩和を選択した 55。
上記の主張は 1980 年 DIDMCA の際にも主張
された内容である。また（4）は州は金融環境に
変化に敏感かつ機敏に対応している、ということ
を、したがって連邦政府が「干渉」せずとも州政
府だけで対応可能であると主張しているものと思
われる。
「われわれはあなた方が連邦／州の消費者信用
規制に関するあなた方の決定が州際銀行業務をめ
ぐる議論という点から考えるべきであると確信す
る。金利の先取はこの国の最大級のマネーセン
ターバンク達によって主導されている。最も高い
金利を課す能力はナショナルバンキングに従事し
たいという熱望と密接に結びついている 56。」
以上簡単に 9 人の各業界関係者の主張をみてき
た。コーレイ以外の証言者は、異なる立場と思惑
からではあるが、競争条件の均衡を重視し、求め
るものであった。
  
Ⅱ　立法にいたる経過
周知のように、米議会では同一の課題に対して
上下両院においてそれぞれ独自に法案提出・審議
を行う。両院で可決された法案に相違がある場合
は、協議・調整の上、統一が図られることになる。
以下では、1982 年 DIA の立法にいたる経過につ
いて概観することにしたい。
下院では、貯蓄金融機関が重大な局面にあると
いう認識の下対応が検討された。貯蓄金融機関
は、高金利とボラティリティの増大、規制緩和、
技術進歩といった新たな経営環境に直面し、これ
らの要因は金融機関の経営を圧迫した。資金の調
達コストは劇的に上昇した（1976 年には連邦保
証のある S&L の平均コストは 6.38％であったが、
1981 年には 10.31% となった）が、貸出は固定金
利であったため、収益側ではわずかしか上昇しな
かったためである。
議会では、超党派の議員と連邦預金金融機関規
制当局との一連の検討が開始され、困難に見舞わ
れた金融機関を処理する、より融通の利く手段を
規制当局に与えることを目的とした法案が用意さ
れた。1981 年 10 月 28 日には預金保険適応性法
(Deposit Insurance Flexibility Act) が下院を通過し
たが、上院での審議にはいたらなかった。
2 月 23 日に銀行委員会 (Banking Committee) 議
長は住宅資本安定化法 (the Home Mortgage Capital 
Stability Act：H.R.5568) を提出した。これは経済
状況、特に非常に高い金利、が今や非常に大多
数の金融機関に逆調の影響を与えている、とい
う認識およびモーゲージ融資産業の保持は国民
的利害であるという確信に促拍されたものであ
る、と説明されている。公聴会を経て、議長およ
び 24 名の共同提案者によって修正案 (H.R.6267)
が 1982 年 5 月 3 日に提出され、同 20 日に下院を
通過した。この法案は、連邦機関 (FDIC, FHLBB, 
NCUA) の判断に基づいて、金融機関を支援する
一時的なプログラムの創設することをその内容と
しており、資本保証（適格性が確認された金融機
関に対する資本保証）、合併・買収、税制、純資
本保証勘定（保証のために財務省内に新勘定を創
設）、等の項目からなっていた 57。
上院でも下院と同様貯蓄金融機関が重大な局面
にあるという認識の下、検討が進められた。1981
年 10 月 7 日に法案 (S.1720) が提案され、その内
容は別の法案 (S.2879) に継承・統合されながらこ
れ以降審議された。この法案の一つの特徴は、規
制当局主導 (regulators' bill) であったことであると
いわれている。
リーガン財務長官によれば、法案 (S.1720) は、
規制緩和を基本的な基調としつつ、以下の点から
構成される。
（1）S&L に対する、資産側・負債側両面にか
かわる追加的な権限付与
不動産融資、短期の商業ならびに消費者向け融
資等、商業銀行には認められている権限が付与さ
れる。立法の段階でも全く同等の競争条件にする
ことはできないが、これは後の立法活動によって
補われる。
（2）地理的制限の維持
銀行と同等の競争条件を維持するために、銀行
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に対する制限が緩和されるまで貯蓄機関の地理的
制限も維持される。ただし、州が全預金金融機関
に対し制限を緩和するような場合はこの限りでは
ない。
（3）問題銀行あるいは問題貯蓄金融機関に対
する緊急支援を容易にする、州間および業種間
M&A に関する権限
これは規制当局が問題を抱えている金融機関を
支援していく上で強力な助けとなる。またこの法
案は FDIC の権限拡大と理解できる多くの文言を
含んでいる。ただし、最も重要なことは、非競争
的フレームワークの中で支援を拡大するというこ
とではない、ということである。
（4）州による売却時支払条項 (due-on-sale) 禁止
の先取
（5）銀行持株会社の子会社をつうじて、自治
体歳入債 (municipal revenue bond) の引受および
ディーリング、およびミューチュアルファンドの
スポンサリングおよび引受に認可された商業銀行
が従事すること。
リーガンは銀行持株会社およびその子会社を通
じた証券業への参入には、競争条件の公平化とい
う点からみて、直接参入よりすぐれていると主張
する 58。
上院のレポートによれば、上記のような「規制
当局案」をベースとしつつ、銀行引受手形の新た
な権限付与、銀行と銀行子会社間の取引の弾力
化、すべての金融機関に対しミューチュアルファ
ンドの管理／売買を認可、州が設定した上限金利
の先取、銀行子会社による保険業務の制限、商業
銀行による歳入債引受の認可といった項目が議員
によって追加された 59。
この法案の内容は、上院を 9 月 24 日に通過し 60、
その後上下両院の法案の異同を調整する為、両院
協議会が開催された。両案の大きな相違点の一つ
は、下院案が問題行（問題を抱えた金融機関）へ
の対処に限定したものであったのに対し、上院案
はより包括的な金融制度改革を志向していたとい
う点にある。この点の理解については次のゴンザ
レス議員の発言が参考となろう。
ゴンザレス下院議員は、この法案（両院協議を
経た後の法案）に対して、支持できる部分と支持
できない部分があるとし、支持できない部分は銀
行規制に大きな変化をもたらす立法であるとい
う。支持できない理由は、まず法案は、貯蓄金融
機関と商業銀行の同質化を推進することで、金融
業の状況を大きく変化させるものであるが、住宅
資金の供給源泉という点も含めて、そうした新た
な競争環境がどのような結果をもたらすかという
ことは誰にもわからないし、そもそも下院ではこ
のような大規模な制度変更について検討してこな
かったということである。第 2 に、州を越えた巨
大金融機関誕生に途を開くものであるが、それは
強大な金融機関を利するものであり、住宅金融や
地元銀行の支援を期待する人々の利益にはならな
いだろう、ということである 61。
このような反対意見はあったものの、修正案は
下院も通過し、1982 年 10 月 15 日に「1982 年ガー
ン = セントジャーメイン預金金融機関法 (Garn - 
St.Germain Depository Institutions Act of 1982)62 」
が成立した。
成立した公法の構成は次のようになっていた。
1. 預金保険の改革
2. 純資本証書
3. 貯蓄金融機関のリストラクチュアリング
4. 国法および加盟銀行関連条項
5. 連邦クレジット・ユニオン修正条項
6. 銀行持株会社の保険業務
7. 雑
8.ALT モーゲージ
この立法において、金融機関の長期的な競争力
の維持・強化を目的として、資産・負債両サイドで
の規制緩和が進められた。また短期的には次の二
つの要素からなる対応が行われた 63。一つは、保
険機関が困難行を直接もしくは合併をつうじて支援
することを、そして破綻金融機関に対する「緊急」
合併を認めたことである。もう一つは、保険機関
が困難行への資本増強支援を「正味資産証書 (net 
worth certificate)」の買い取りをつうじて行うことを
可能とする 3 年間のプログラムの創設である 64。
この法律のショートタイトルは「1982 年ガーン・
セントジャーメイン預金金融機関法」だが、正式
には「モーゲージ融資機関の安定性を強化し住宅
用モーゲージ融資の利用可能性を確保することに
よって、住宅産業を再活性化する法　(An act to 
revitalize the housing industry by strengthening 
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the financial stability of home mortgage lending 
institutions and ensuring the availability of home 
mortgage loans)」というものであった。法の正式
名から明らかなように、また公聴会でのいくつかの
証言によっても示されているように、直接の対象は
金融機関であるけれども、その目的は住宅（保有）
という具体的な資産に関わったものであった。
住宅取得条件の整備、という課題は、あるいは
この観点からの金融制度の構想は一貫して強調さ
れてきた流れである。ただし、注意する必要があ
ると思われることは、公聴会での様々な証言から
明らかなように、住宅の問題も投資による資産形
成とのバランスの上に成立しているということで
ある。たとえばシュミットは住宅金融の重要性を
強調したが、個人の資産形成もすでに無視できな
い問題であった。したがって、議会が制度改革を
進める動因として表面に現れているのは住宅取得
や住宅金融の問題であるけれども、それを資産形
成一般に拡張して考えることが必要である。また
このことは、金融制度改革の経過や、その帰結と
しての今日の金融危機や対応策を評価する上でも
重要な論点であると思われる。
そしてこの立法は、冒頭に記したガーン上院議
員の発言や公聴会での種々の関係者の証言、また
MMF の成長等を考えれば、当初議会が描いてい
た構想が「頓挫」し、こうした状況への対応の産
物であると位置付けられる。規制緩和やそれによる
競争条件の均衡化は当初の予定のものであり、た
だ単に時期がはやめられた、あるいは前倒しされた、
と考えられるかもしれない。しかしそのタイミングや
スピ ドーは議会が想定していたものとは異なってお
り、多くの貯蓄金融機関は対応準備が整わないまま
「競争」の中に投げ込まれることになった。このこと
は、後の貯蓄金融業界の「縮退」や、危機の要因
の一つでもあった OTD(Originate To Distribute) モ
デル拡大の遠因となったと考えられる。
本稿はこの立法の成立の側面に焦点をあてるも
のであり、その成果や課題について、あるいはそ
れらとその後の制度改革との関連について詳述す
ることはさけたいが、次の点だけは指摘しておく
必要があるだろう。
第 1 に、規制緩和の拡大・加速化に果たした役
割である。上述のように、窮状に陥っていた貯蓄
金融機関から救済の論理として競争条件の均衡化
という論点が提起されたが、公聴会証言において
も示されているように、それぞれの業界からみた
競争条件の不均衡は存在していた。いうまでもな
いことだが、公聴会での様々な主張は公衆の利益
という点からみていかなる制度や対応が適切なの
か、という形式に集約されており、個々の業界利
益はそれが公衆の利益にかなっている、あるいは
増進させるものである、という文脈においてのみ
主張される。
DIDMCA 成立以降の MMF の成長をみれば、
またその背景としての長期にわたるインフレとい
う状況を考えれば、シャドが主張したような小規
模の投資家に手が届くような高利回りの商品の意
味は大きかったといわざるをえない。マッカー
シー、シローナ、シュミットは MMF の運用面に
着目し、地域コミュニティへの金融仲介上問題が
あるという点を指摘したが、そのような問題が
あったとしても、高利回り商品の否定や MMF の
規制強化はこの段階では困難であった。ABA が
主張していたような「規制強化」か「規制緩和」か、
という選択のなかで、一方の規制強化が否定され、
かつ競争条件の均衡化が目指すべき方向として設
定されていれば、一層の規制緩和・自由化へと進
むことは当然の帰結であったと言えよう。
第 2 は、この立法は規制緩和環境における金融
制度や金融機関のあり方を模索する第一歩であっ
たということである。そしてまた想定とはかなり
異なる環境での第一歩であった。さらに 1982 年
にはメキシコのいわゆるデフォルト宣言に端を発
する「債務問題」が顕在化する。金融における規
制緩和の過程は様々な問題に直面し、対応してい
く過程であったのである。
むすびにかえて
この時金融機関の破綻に対する対応としてとら
れた自己資本の充実、当局のイニシアティブによ
る機動的な合併という方法は金融機関の経営支援
という観点から見れば不十分であったことはその
後の経過をみれば、明白であろう。その意味につ
いては、その後本格化した金融機関の破綻とそれ
への対応策やその発展の中で考察される必要があ
る。また国際的な自己資本比率規制の導入・実施
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や、金融機関の巨大化、いわゆる「大きすぎて潰
せない (Too Big To Fail)」問題との関連等におい
ても検討される必要がある。DIA の成果やそれに
続く金融機関の経営破綻に対する立法や政策対応
についてはこうした論点を含み込んで考察する必
要があると思われるが、これらはいずれも本稿で
は果たせなかった。別稿を期したい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1
 U.S. Senate[1981a],p.932.
2
 U.S. Senate[1981a],p.134.
3
 FRB[2015], L.120.
4
 U.S. Senate[1981a],p.932.
5
 Vice Chairman, Board of Governors, Federal Reserve 
System. なお、特に断らない限り肩書きは当時のものである。
6
 U.S. Senate[1981a], p.56.
7
 U.S. Senate[1981a], p.58.
8 U.S. Senate[1981a], p.58.
9 Comptroller of the Currency.
10 U.S. Senate[1981a], pp.72-73.
11 U.S. Senate[1981a], p.73.
12 U.S. Senate[1981a], p.73.
13 U.S. Senate[1981a], pp.73-74.
14 U.S. Senate[1981a], pp.74–75.
15 Chairman, Federal Deposit Insurance Corporation.
16 U.S. Senate[1981a], pp.85-88.
17 U.S. Senate[1981a], p.89.
18 U.S. Senate[1981a], p.92.
19 Chairman, Federal Home Loan Bank Board.
20 U.S. Senate[1981a], pp.98–107.
21 U.S. Senate[1981a], pp.103-105.
22 Commissioner, Securities and Exchange Commission.
23 U.S. Senate[1981a], pp.939-940.
24 U.S. Senate[1981a], pp.945-946.
25 Secretary, Department of the Treasury. 
26 U.S. Senate[1981a], pp.32-34.
27 U.S. Senate[1981a], p.38.
28 U.S. Senate[1981a], p.135.
29 U.S. Senate[1981a], p.128.
30 U.S. Senate[1981a], p.128.
31 磯谷［2002］, p.216.
32 President of the Bank of Osceola, Wis., and President of the 
American Bankers Association.
33 U.S. Senate[1981a], pp.1290-1292.
34 President, First National Bank of Hinsdale, Hinsdale, 
Ill., and Past Member, Federal Legislation Committee, 
Independent Bankers Association of America.
35 U.S. Senate[1981a], p.1319.
36 U.S. Senate[1981a], pp.1319-1321.
37 President, First Federal Savings & Loan Association of 
Rochester, N.Y., and Member, Legislative Committee, U.S. 
League of Savings Associations.
38 U.S. Senate[1981a], p.1327.
39 Chairman, Committee on Governmental Affairs, National 
Savings & Loan League.
40 U.S. Senate[1981a], p.1333.
41 U.S. Senate[1981a], p.1334.
42 Chairman, Legislative Committee, Mortgage Bankers 
Association, accompanied by Burton Wood, Legislative 
Counsel, MBA, and Glen Corso, Deputy Legislative 
Counsel, MBA.
43 U.S. Senate[1981a], p.1384.
44 U.S. Senate[1981a], p.1384.
45 Member, Dealer Bank Association
46 U.S. Senate[1981a], pp.1355-1356.
47 President, Securities Industry Association, accompanied By 
Fred Moss, Chairman, SIA Banking Committee, and Walter 
Craig, Chairman, SIA Municipal Committee.
48 U.S. Senate[1981a], p.1143.
49 U.S. Senate[1981a], p.1152.
50 U.S. Senate[1981a], p.1160.
51 President, Investment Company Institute.
52 U.S. Senate[1981a], p.1178.
53 U.S. Senate[1981a], p.1180.
54 President, American Conference of Uniform Consumer 
Credit Code States.
55 U.S. Senate[1981a], pp.727-728.
56 U.S. Senate[1981a], p.732.
57 U.S. House[1982a], pp.9-20.
58 U.S. Senate[1981b], pp.5-19.
59 U.S. Senate[1981b], p.2.
60 S. 2879 の代わりに H.R.6267 を可決するという形をとったた
め，以降は上院の審議においても H.R.6267 が用いられる
こととなった。
61 Congressional Record, Oct 1, 1982, H8434.
62 Public Law 97-320, Oct 15, 1982.
63 Gorinson, Stanley & Glenn Manishin[1983], p.1324.
64 同法の，より詳細な内容についてはさしあたり，伊東 [1992]，
高 木 [2001]， ま た Barth[1991], Gorinson, Stanley and 
Glenn Manishin[1983] を参照されたい。
参考文献
磯谷玲 [2002]，「アメリカの『洪水保険』」藤田和
子編『モンスーン・アジアの水と社会環境』，
世界思想社，pp.210-232.
伊東政吉 [1985],『アメリカの金融政策と制度改
革』，岩波書店 .
伊東政吉 [1992],「米国金融制度改革の問題点」，
慶應義塾経済学会『三田学会雑誌』84 巻 4 号 . 
pp.25-40.
井村進哉 [2002],『現代アメリカの住宅金融シス
テム』，東京大学出版会
高木仁 [2001],『アメリカ金融制度改革の長期的
展望』，原書房
Barth, James R.[1991], The Great Savings and Loan 
Debacle, The AEI Press.
FDIC[1997], History of 80’s, at http://www.fdic.gov/
39金融制度改革と競争条件
bank/historical/history/vol1.html.
FRB[2015], Financial Accounts of the United States 
(Z.1), at http://www.federalreserve.gov/feeds/
z1.html, March 06, 2015
Garcia, Gillian, Herbert Baer, Elijab Brewer, David 
Allardice, Thomas Cargill, John Dobra, Gerorge 
Kaufman, Anne Marie Gonczy, Robert Laurent 
and Larry Mote[1983],"The Garn-St Germain 
Depository Institutions Act of 1982",FRB of 
Chicago Economic Perspectives
Gorinson, Stanley and Glenn Manishin[1983],"Garn-
St Germain:A Harbinger of Change", Washington 
and Lee Law Review,Vol.40, No.4,pp.1313-1346.
Mansfield, Cathy Lesser[2000],”The Road to Subprime 
“HEL” Was Paved With Good Congressional 
Intentions”, South Carolina Law Review, Vol.51, 
pp.473-587.
Moran, Michael[1982],"Thrift Institutions in Recent 
Years", Federal Reserve Bulletin, 68,pp.725-738.
U.S.House[1981], Hearings before the Subcommittee 
on Financial Institutions Supervision, Regulation 
and Insurance of the House Banking, Finance 
and Urban Affairs Committee on H.R.4603,97th 
Congress, Oct 1.
U.S.House[1982a],Report to accompany 
H.R.6267(No.97-550),97th Congress, May 17.
U.S.House[1982b], Hearings before the Subcommittee 
on Financial Institutions Supervision, Regulation 
and Insurance of the House Banking, Finance and 
Urban Affairs Committee on S.2879, H.R.4603, 
and H.R.6267, 97th Congress, Sep 21 and 22.
U.S.House[1982c],Report(Conference Report)to 
accompany H.R.6267(No.97-899),97th Congress, 
Sep 30.
U.S.Senate[1980], Hearings before The Senate 
Banking, Housing and Urban Affairs Committee 
on S.39, S.380, H.R.2255, 96th Congress, July 1.
U.S.Senate[1981a], Hearings before The Senate 
Banking, Housing and Urban Affairs Committee, 
97th Congress, April 28, May 6 and 7(Part1), 
May13,14,18 and 19(Part2).
U.S.Senate[1981b], Hearings before The Senate 
Banking, Housing and Urban Affairs Committee 
on S.1686, S.1703, S.1720 and S.1721,97th 
Congress, Oct 19, 20, 21 and 22(Part1), Oct 27, 
28, 29 and 30(Part2), Appendix(Part3). 
U.S.Senate[1982a], Hearings before the Senate 
Banking, Housing, and Urban Affairs Committee 
on S.2531 and S.2532, 97th Congress, May 26 
and 27.
U.S.Senate[1982b],Report to accompany 
S.2879(No.97-536),97th Congress, Sep 3.
U.S.Senate[1982c],Report(Conference Report) to 
accompany H.R.6267(No.97-641),97th Congress, 
Sep 30.
40
Abstract 
In this paper, I consider discussion about financial deregulation in the United States Congress. 
A financial deregulation in the United States has started with DIDMCA(Depository Institution Deregulation and 
Monetary Control Act of 1980). The transition period as 6 years was set in order to avoid a sudden and rapid change. 
That's a necessary period for financial institutions, espicially S&Ls, to correspond to the new situation.
But this plan is going to suffer a setback by rapid growth of MMF. After that to correspond to this situation, new 
legislation was groped after.
As a result, DIA(Depository Institution Act of 1982)  was enacted. One feature of DIA was competition 
promotion. It was natural to expect that the financial institution which fails would be increased as a result of the 
competition, so a new way was also introduced about failure processing. 
Former studies discribed that a process of financial deregulation was advanced straight, but actually, it consisted 
of many twists and a revolving process. DIA was the first turnaround point, and had big influence to the financial 
system configuration.This influence showed as the expansion of a OTD model, and that was one factor of a so-called 
"Leahman shock".
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